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 本論文では，未就学児の社会情緒的発達におけるリスク要因として，父親の抑うつ傾向の影響と

そのメカニズムについて，日本と英国から得られた属性一致サンプルによる縦断データ（T1 日本

311家庭，英国311家庭；T2 日本135家庭，英国135家庭）を用い発達精神病理学的観点から検

討した。 

発達精神病理学では，子どもの発達は正常か異常かという二分法的観点ではなく，病理は正常か

らの逸脱として連続体の中で理解される。親のメンタルヘルスは，子どもの発達環境を形成する重

要な予測因子となることが知られているが，子どもの発達におけるリスク要因として父親の抑うつ

問題が十分に検討されていない。本テーマを扱う際，育児休業制度の整備や社会経済的要因などに

類似の背景を持ちながら，父親の家庭関与では差がある国との比較研究から示唆が得られると考え

た。筆者が修士論文研究を行った英国を対象国として選択し，同国で大規模縦断プロジェクトとし

て進められているMillennium Cohort Studyからデータを二次利用することで，日本の調査参加者と

属性が一致するmatched sampleを作成し比較研究を行った。実証研究では日英とも未就学児（6歳

未満）の子どもをもつ家庭を対象に，子どもが3歳と5歳の2時点で収集されたデータを用い解析

を行った。研究１で，3歳児を持つ父親の抑うつ傾向について共通のスクリーニング尺度（Kessler 

6） を用いた実態把握を行った結果，日本の父親は英国の父親よりも抑うつ傾向が有意に高く，カ

ットオフ値を超える臨床的症状を呈している割合も高いことが明らかになった。次に，父親の抑う

つ傾向が子どもの発達に伝達するメカニズムを検討するため，情緒安定性理論（Davies & Cummings, 

1994）を援用し父子関係と子どもの情緒の不安定性を媒介し，社会情緒的問題傾向に至るパスモデ

ルを仮定し検討した（研究 2）。多母集団同時分析により分析した結果，父親の抑うつ傾向の高さ

が父子関係の低さ，子どもの情緒不安定さに関連し，社会情緒的問題傾向の高さに至る日英共通の

父－子の伝達メカニズムが明らかになった。一方で，日本の場合には父親の抑うつ傾向の高さが妻

の認識する夫婦関係の低さ，母子関係，子どもの情緒不安定さを介して社会情緒的問題傾向に至る

父－母－子の伝達メカニズムも示される結果となり，家族サブシステムを媒介するメカニズムに日

英差もあることが示唆された。さらに，父親の抑うつが子どもの問題傾向に及ぼす影響性を検討す

るため，子どもが3歳と5歳の2時点の縦断データを用い交差遅延効果モデルの分析を通して因果

の推定を行った（研究3）。分析の結果，英国のみT1（子どもが3歳時点）の父親の抑うつ傾向の

高さがT2（5歳時点）の子どもの問題傾向を高める要因となっていたことが確認された。しかし，



日本の父子の場合は，T1の子どもの社会情緒的問題傾向の高さがT2の父親の抑うつ傾向を高める

という「子から父への影響性」が明らかになり，父親の抑うつが子どもの発達に関連する共通のメ

カニズムがありながら，実際の影響性においては日英で異なる様相が確認される結果となった。最

後に，日本の父子に焦点を当て，リスクを伝達する媒介要因である父子関係への影響を確認した（研

究 4）。父親の抑うつ傾向，父子関係，子どもの問題傾向を要因とした交差遅延効果モデルを検討

したところ，子どもが3歳時点の日本の父親の抑うつ傾向の高さは，2年後の父子関係を損なう影

響性をもつことが明らかになった。また，子どもの社会情緒的問題傾向の高さが2年後の父親の抑

うつ傾向を高める要因となることが同時に確認され，父子のリスク要因間に相互作用性があること

が確認された。本論文で父子の関与度合いが異なる日英比較を通した一連の研究結果から，未就学

児をもつ父親の抑うつ傾向は子どもの発達にネガティブな影響を持つ可能性が明らかになったも

のの，家族のおかれた心理社会的状況により子どもへの伝達や影響の表れ方が異なることも示唆さ

れた。最後に，これらの知見を踏まえ，家族臨床領域への示唆と発達精神病理学的貢献の側面から

考察した。 

 

 

 

 


